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１． 研究計画の概要 
 
本研究は、 
 
(1)近年発展した動的認識論理の手法を義務
論理や選好論理、命題的コミットメントの論
理に導入することにより、 
 
(2)人の考えや行動にリアルな影響を実際に
生み出す発語媒介行為の効果から区別され
る、指令、約束、言明等多様な種類の発語内
行為の慣習的効果を論理的に特徴づけ、 
 
(3) 通常の行動と言語行為の双方を含む複数
の行為主体の参与する活動（言語ゲーム）の
ダイナミクスを捉える統合理論の基礎とな
るコミュニケーション行為の理論を確立し
ようとする研究である。 
 
２．研究の進捗状況 
 
本研究においては、以下の成果が得られてい
る。 
 
(1) 動的認識論理に使われた手法を義務論理

に応用して指令行為の論理を定式化した
本研究代表者の 2006 年度までの研究成
果を拡張することにより、指令の効果と
約束の効果を区別しつつ同時に扱える動
的義務論理を定式化し完全性定理を証明
した。 
 

(2) 本研究代表者の指令の動的義務論理を、

ヨハン・ファン・ベンタム と リュウ・
フェンロン (2007) の動的選好論理と組
み合わせることにより、指令の発語内行
為と選好を変化させる発語媒介行為を区
別しつつ同時に扱える論理体系を定式化
し、完全性定理を証明した。 
 

(3) またこれらのシステムで採用した、義務
の担い手と義務の創出者を区別する義務
の指標づけにより、推論規則を弱める等
の方策に頼らなくとも、義務の衝突を自
然に表現することが可能になることを明
らかにした。 

 
(4) 命題へのコミットメントという討議の理

論の概念を援用することにより、主張行
為と譲歩行為についても、それらの効果
を異なる種類の命題的コミットメントの
変化として捉えることが可能になること
を示し、動的様相論理の形式で定式化し
て完全性定理を証明した。 

 
(5) 上記の命題的コミットメントの動的論理

を拡張して、主張および譲歩を取り消す
行為の効果をも命題的コミットメントの
変化として捉えることができる言語とそ
の意味論を定式化した（ただし完全性問
題はまだオープンである）。 

 
(6) デイヴィド・ルイスが導入した言語ゲー

ムのスコアキーピングの概念を援用する
ことにより、本研究で定式化した諸シス
テムが、言語ゲームのスコアキーピング



関数のそれぞれ異なる部分関数の特徴づ
けを与えているとみなすことができるこ
とを、非形式的な議論により示すことが
できた。 

 
(7) さらに指令行為および約束行為の論理に

関しては、条件的指令および条件的約束
の研究に応用すべく条件的義務の理論の
研究を開始し、一定の感触を得つつある。 

 
３．現在までの達成度 
 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
本研究の一つの柱である、動的認識論理の手
法を応用して多様な種類の言語行為を扱う
研究においては、当初予定していた指令行為、
約束行為、指令の慣習的効果を選好の変化と
いう発語媒介的効果から分離できる論理だ
けでなく、当初予定していた言明行為の論理
よりも肌理の細かい、主張行為と譲歩行為を
区別しつつ同時に扱える論理の定式化にも
すでに成功しており、取り消し行為の研究と
いう予想外の展開も生まれている。今後は、
もう一つの柱であるより強力な論理体系へ
の拡張に向けて、条件的指令や条件的約束の
論理の研究と、通常の行為や時間の流れを考
慮したシステムへの適用の研究に注力する
ことができる。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 
本研究の２本柱の一つである、多様な言語行
為を扱うための研究においては、上述のよう
に予定を上回る成果がすでに得られている。
もう一つの柱である、より強力なシステムへ
の拡張に関しては、条件的指令や条件的約束
の分析によって一定の進展が得られること
が期待できるので、まずこの方向を追求する。
また通常の行為や時間の流れを考慮したシ
ステムへの拡張に関しては、本研究で採用を
検討したホーティらの行為と義務の論理に
おける義務様相の取り扱いが、義務の衝突を
排除する公理を妥当にする仕組みを組み込
んでいるため、義務の衝突も考慮に入れる本
研究にはそのままでは応用しにくいことが
判明しており、この問題の克服が課題となる。
この問題については、可能な行為選択肢の間
に、評価者に相対化された序列づけを導入す
ることが解決につながる可能性があり、この
方向を検討する予定である。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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